
「５か年加速化対策」を活用した
ハード対策の取組状況
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３．主な対策メニューの取組状況

４．三重県から国への提言



１．県土整備部における国土強靱化の取組

〇国では、防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に続き、令和３年度より「５か年加速化対策」をスタート
しています。その際、各種対策について、全国的な「５年後の達成目標」を定め、対策を計画的に進めることとして
います。

〇三重県においても、紀伊半島大水害、東日本大震災から10年の節目の年となる令和３年度から７年度を計画期間と
する「５年後の達成目標」を策定しており、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（以下「５か年
加速化対策」とします。）等を活用し県土整備部が管理する道路、河川等の施設への主な対策（18 対策）を強力
かつ計画的に講じています。

国土強靱化等予算の推移（県土整備部所管）
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要対策数に対する対策完了率

２．５年後の達成目標一覧

赤字：紹介メニュー ★令和６年台風第10号効果事例掲載



２．５年後の達成目標一覧

要対策数に対する対策完了率赤字：紹介メニュー ★令和６年台風第10号効果事例掲載



④ 橋梁の耐震補強（緊急輸送道路）

※１：令和３年３月時点の対策完了箇所数（４８８橋）

３か年緊急対策で２４橋実施

阪神淡路大震災以前の基準で設

計された橋梁は、関東大震災クラス

の地震をもとに設計されており、阪

神淡路大震災クラス等の大規模地

震が発生した場合、橋脚等が損傷

し、長期間通行が出来ないリスクが

あります。このような橋梁等が、緊

急輸送道路で５５３橋確認されて

います。

阪神淡路大震災クラス等の大規模

地震が発生した際にも損傷が限定

的なものに留まり、速やかに機能回

復が出来るように対策を講じます。

 橋脚の補強：橋脚を鉄筋と特殊
なモルタル等で補強

 落橋防止対策：橋桁と橋脚を連
結すること等で橋桁の落下を防
止 等

阪神淡路大震災（兵庫県神戸市）
写真提供：国土交通省近畿地方整備局

※２：令和３年３月現在の緊急輸送道路上の１５ｍ以上の橋梁数

橋脚の補強
一般国道306号 菰野大橋（菰野町）

令和８年度に
１００％完了予定

要対策

５５３橋

４８８橋

令和４年度実績
（９３％） ５５３橋

※２

（９４％）

令和５年度実績

令和６年度見込み
（９５％）

R2年度末
８８％

道路

災害リスク

対策例

完了率

※１

R８年度末

約１００％

３．主な対策メニューの取組状況



⑤ 未改良区間の整備（緊急輸送道路）道路

国道３６８号（名張市）

未改良の緊急輸送道路

国道３６８号（名張市）

２車線改良

現在の道路構造令は、車道の幅員

を５．５m以上としていますが、これを満

たさない未改良の道路では、車両の

すれ違いが困難であるなど、災害時

の緊急輸送を円滑に実施することが

出来ないリスクがあります。このような

リスクがある道路が、第２次緊急輸送

道路で約１９km確認されています。

現道の拡幅整備（５．５ｍ以上）や、

線形の悪い箇所ではバイパスを整備

するなど、大型車両が容易にすれ違

える２車線の道路に改良を行います。

※１：令和３年３月現在の着手済み延長数（約９km）

本対策は、３か年緊急対策の対象ではなかったため、従前は通常

事業で対応

※２：令和３年３月現在の未改良の第二次緊急輸送道路の延長

令和５年度
目標達成

要対策

約１９km

約９km

約１２km

約１９km

令和４年度実績 （５７％）

※１

※２

令和５年度実績
（６６％）

R2年度末
４７％

【令和８年度以降の残事業】

〇通常予算のみで
対応した場合

〇「５か年加速化対策」と
同水準の国土強靱化予算が
継続した場合

約２５年後
に100％着手

約１５年後
に100％着手

３．主な対策メニューの取組状況

災害リスク

対策例

着手率

R７年度末

約６０％



⑥ 河口部の大型水門・樋門等の耐震化

※１：令和３年３月現在の対策完了箇所数（４施設）

３か年緊急対策で４施設実施

これまでの水門は、供用中に発生す

る確率の高い地震（L1地震動）をもと

に設計されており、南海トラフ地震等

の大規模地震が発生した場合、柱

等が損傷し、ゲート開閉が出来ない

等のリスクがあります。この様な大型

水門等が、 ２０施設確認されていま

す。

将来にわたって考えられる最大級
の強さを持つ地震（L2地震動）に耐
えられるように対策を講じます。

 水門柱の補強：鉄筋と特殊なモ
ルタル等で補強

 排水機場建屋の補強：柱や壁等
を鉄筋とコンクリート等で補強

等
前川 鵜方水門(志摩市)

水門柱の補強

ゲート ゲート
柱 柱 柱

※２：平成３０年度に実施した重要インフラの緊急点検による

要対策施設数

要対策

２０施設

４施設

約１０施設

２０施設

※２

令和４年度
実績 （２０％）

令和５年度
実績 （２５％）

令和６年度
見込み（２５％）

R2年度末
２０％

【令和８年度以降の残事業】
〇通常予算のみで
対応した場合

〇「５か年加速化対策」と
同水準の国土強靱化予算が
継続した場合

約２５年後
に完了

約１０年後
に完了

流域

災害リスク

対策例

完了率

R７年度末

約５０％

※１

３．主な対策メニューの取組状況



⑨ 海岸堤防等による高潮対策

※１：令和３年３月現在の対策完了延長数（約９６km）

３か年緊急対策で１．５km実施
 堤防工：堤防の設置や高さを上

げることで、高潮等による海水
の侵入を防止

 養浜工：人工的に土砂を供給し、
減少した砂浜を回復させ、波の
力を減衰

 離岸堤工：沖合いに海岸線とほ
ぼ平行に構造物を設け、波の
力を減衰

等

平成１３年台風第１１号（伊勢市）

宇治山田港海岸(伊勢市)
堤防工

高潮による浸水被害から防災拠点

等が集積する地区や緊急輸送道

路、鉄道等を守るため、伊勢湾台風

が満潮時に到達した際の影響を想

定し、堤防の設置や高さを上げる等

の対策が必要な海岸が約１３１ｋｍ

あります。

※２：令和３年３月現在の背後地に防災拠点等が集積する地区や

緊急輸送道路、鉄道等が存在する海岸の延長

【令和８年度以降の残事業】
〇通常予算のみで
対応した場合

〇「５か年加速化対策」と
同水準の国土強靱化予算が
継続した場合

約５５年後
（約２５年後）

に完了

約３５年後
（約１５年後）

に完了

要対策

約１３１km

約９６km

約１３１km

令和４年度実績

（７５％）

※２

令和５年度実績
（７６％）

令和６年度見込み
（７６％）

R2年度末
７３％

約１００km

流域

災害リスク

対策例

※（ ）内は背後に指定避難所が位置する海岸における対策完了目標

完了率

R７年度末

約８０％

※１

３．主な対策メニューの取組状況



⑩ 河川堆積土砂の撤去 ※緊急浚渫推進事業債を活用流域

河川に土砂が堆積すると、水がスムーズ

に流れず、豪雨時に洪水のリスクが高まり

ます。現在、河川には上流からの土砂流出

により、毎年約２０万m3の土砂が堆積して

おり、また、これまでに撤去されず蓄積して

きた土砂が、全体で約３１０万m3確認され

ています。

災害リスク

県の河川事業により、毎年の堆積量を上

回る約２２万m3を撤去します。加えて、民間

の砂利採取について、制度を拡充すること

により、毎年１５万m3程度の撤去を目指し

ます。これらにより、毎年合計約３７万m3を

撤去し、蓄積した土砂も含めて計画的な撤

去を進めます。

外城田川（伊勢市）

外城田川（伊勢市）

河川堆積土砂の撤去

※１：令和３年３月現在の撤去土量（約２４万m3）

※２：平成３０年度末現在の蓄積量

【令和７年度以降の残事業】

〇緊急浚渫推進事業債が
終了した場合

〇緊急浚渫推進事業債が
継続した場合

約１０年後
に完了

約２０年後
に完了

完了率令和６年度
目標達成見込み

要撤去

約３１０万m3

約３１０万m3 

約２４万m3 

約１１０万m3 

令和４年度実績
（２１％）※２

令和５年度実績
（３０％）

令和６年度見込み
（３９％）

R７年度末

約４０％

R2年度末

８％

※１

【緊急浚渫推進事業債】
■事業年度
令和２～６年度（５年間）
■地方財政措置
充当率：１００％
元利償還金に対する交付税措置率 ７０％
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緊急浚渫推進事業を活用

約33億円

約26億円

約13億円

約4億円

約10倍

H29～R1
平均

R2 R3 R4 R6R5

【三重県の堆積土砂撤去予算の推移】
約46億円

■河川事業
■砂防事業

約40億円
(億円）

対策例

３．主な対策メニューの取組状況



流域 ⑬ ダム整備（鳥羽河内ダム）

加茂川水系では昭和６３年の集中

豪雨（時間最大５３mm、総雨量

３０６mm）により甚大な被害（死者

４名、浸水面積１８６ha、浸水戸数７２戸）

が発生しました。

こうした豪雨は、加茂川水系で２０年

に１回の確率で発生するリスクがあ

ります。

鳥羽河内ダムを整備することによ

り、河川のピーク時の流量を１／５

に抑え、浸水被害を軽減します。

昭和６３年の集中豪雨（鳥羽市）

＜浸水被害低減効果＞

 浸水想定面積

整備前６２ha→整備後１２ha

 浸水想定戸数

整備前３２７戸→整備後１７戸
ダム整備

毎秒50m3

毎秒250m3

鳥羽河内ダム（鳥羽市）

※：本対策は、３か年緊急対策の対象ではなかったため、

従前は通常事業で対応

事業進捗率

鳥羽河内ダム

事業進捗率

令和４年度
実績（５６％）

※

令和５年度
実績（６５％）

令和６年度
見込み（７１％）

R2年度末

３７％

R７年度末

約８０％

令和１０年度に
完成予定

災害リスク

対策例

３．主な対策メニューの取組状況



伊勢湾台風等を機に造られた海岸堤

防は、大規模地震が発生した場合、沈

下や損傷といった変形が生じ、土地の低

いゼロメートル地帯では高潮や津波によ

る浸水被害が長期化するリスクがありま

す。

海抜ゼロメートル地帯で直接海に面し

ている海岸堤防の区間が約６kmあります。

上記区間のうち、地盤の状況等から

地震時に変形の恐れがある箇所につ

いては、将来にわたって考えられる最

大級の強さを持つ地震（L２地震動）発

生後も、５年に１回程度発生する規模

の高潮による浸水被害が生じないよう、

鋼矢板を打設する耐震対策を講じます。

⑮ ゼロメートル地帯における海岸堤防の耐震対策

※１：本対策は、３か年緊急対策の対象ではなかったため、
従前は通常事業で対応

令和３年３月現在の対策完了区間延長数（約２．５km）
※２：令和３年３月現在のゼロメートル地帯で直接海に面している

海岸堤防の区間延長

L2地震発生後の堤防天端高さ

５年に１回程度発生

する規模の高潮高さ

堤防

鋼矢板

海岸堤防

海水面

大規模地震発生後の堤防天端高さ

海水

土地の高さが満潮時の平均海水面より低い

海岸堤防

【令和８年度以降の残事業】
〇通常予算のみで
対応した場合

〇「５か年加速化対策」と
同水準の国土強靱化予算が
継続した場合

約２５年後
に完了

約１５年後
に完了

要対策

約６km

約３．４km

約６km

約２．５km

令和４年度実績

※１

※２

令和５年度実績 （４６％）
（４８％）

令和６年度見込み
（５０％）

R2年度末
４０％

R７年度末

約５０％

流域

災害リスク

対策例

完了率

３．主な対策メニューの取組状況



⑯ 砂防ダム堆積土砂の撤去 ※緊急浚渫推進事業債を活用流域

※１：令和３年３月現在の撤去土量（約５万m3）

※２：令和２年度までの調査による蓄積量（満杯になった

ダムを対象）

砂防ダムの堆積土砂が満杯になる

と、さらに発生した土砂を貯めき

れず、豪雨時に土石流が発生する

リスクがあります。

砂防ダムには毎年約３万m3の土

砂が堆積しており、満杯になったダ

ムの蓄積量は全体で約１８０ 万m3確

認されています。

県の砂防事業により、毎年の堆積

量を上回る約１５ 万m3を撤去しま

す。リスクの高い、土砂で満杯になっ

た箇所から計画的な撤去を進めま

す。

後谷川砂防ダム（いなべ市）

砂防ダム堆積土砂の撤去
後谷川砂防ダム（いなべ市）

要撤去

約１８０万m3

約１８０万m3 

約５万m3 

約６０万m3 

令和４年度実績
（１１％）

※２

令和５年度実績
（１８％）

令和６年度
見込み（２３％）

災害リスク

【令和７年度以降の残事業】

〇緊急浚渫推進事業債が
終了した場合

〇緊急浚渫推進事業債が
継続した場合

完了の見込み
なし

約１５年後
に完了

完了率
※１

対策例

３．主な対策メニューの取組状況

R７年度末

約３０％

R2年度末

３％



４．三重県から国への提言 ー防災・減災、国土強靱化の推進ー

国土強靱化実施中期計画の早期策定、
緊急浚渫推進事業等の地方債延長等、引き続き要望

過去の要望活動

R5

4/25-26 令和６年度国への提案・提言活動

10/17 国土強靱化補正予算に向けた要望活動

11/16-17 令和６年度予算の確保に向けた国へ
の要望活動

11/29 令和５年度補正予算成立

R6
3/22 防災・減災、国土強靱化対策の拡充

を求める意見書（県議会）

4/18-19 令和７年度国への提案・提言活動

10/2 国土強靱化補正予算に向けた要望活動

課題
・５か年加速化対策期間終了後においても、切れ目なく、継続的・安定的に国土強靱化の取組を進
めることが必要

・地方債事業を活用して整備が加速しているが、時限措置内で整備が完了するものではないため、
国土強靱化対策の推進に向けて地方債事業の延長が必要

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

国土強靱化

５か年加速化対策

緊急浚渫事業債

緊急自然災害防止

対策事業債

緊急防災・減災事業債

（3か年緊急対策）

R6、R7で終了

※ R6補正で終了

※R6年度で終了


